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3－2 一体型太陽電池 

 広大な土地を持たない日本において大規模発電所の建設は難しい。そこで、環境・景観

的観点を考慮した太陽電池の、将来的には建材一体型太陽電池の対応が必要と感じる。 

建材一体型太陽電池は屋根や外壁などの建設材料と太陽電池が一体化した太陽電池の総

称を言い、一体化することで建設する過程で太陽電池を設置することが可能になり、費用

が大幅に削減できる。既存の建物に太陽電池を設置すると景観を損なう場合があるが、建

物と一体化していることで建築物としてのデザイン性を損なうことが少ないとされる。 

 また、近年開発されたフィルム型アモルファス太陽電池は非常に薄く折り曲げることが

可能である。結晶型の五分の一程度の重量で、より柔軟な対応が可能な建材一体型太陽電

池が開発されると考える。 

 このフィルム型太陽電池を用いた建材一体型太陽電池を応用・発展させることで、近未

来には建築から都市インフラストラクチュアへと広がり、最終的に国土レベルで太陽電池

を有効的に利用することが最終的な目標となる。 

 

4 章 近未来の太陽電池 

 4－1 太陽電池と既存インフラストラクチュアの可能性 

 現在は、各家庭の屋根に太陽電池を張り付けるなどの建築物を主に対象としていたが、

今後は建築のみならず対象を都市インフラストラクチュアまで拡大し、太陽エネルギーを

効率利用するべきだと考える。 

 例えば、高速道路とその騒音壁、高架橋、ダムの壁面など様々に利用できる。また、産

業基盤の社会資本に限らず、学校・病院・公園などの生活関連の社会資本にも展開するこ

とで、災害や緊急時の非常電源など補助的役割を担うことが出来る。 

4－2 マスダール・シティ 

アラブ首長国連邦（UAE）のアブダビ首長国が約 2 兆円を投じて建設している環境都市

がある。アブダビでは石油等の脱却を図り、クリーンエネルギー産業の育成に力を入れて

いる。これは、石油が枯渇してもエネルギー分野で主導権を握るために、日本を含む世界

から技術を集め、様々な実験等を行うことで特許の開発を目指している。政府・民間が投

資を行い、世界で模範となる環境都市を建設している。この都市がマスダール・シティで

あり、中東及び世界的に見ても環境未来都市のシンボル的存在である。 

2009 年 5 月には 1 万(KW)の大規模太陽光発電施設が稼働するなど、再生可能エネルギ

ーで都市のエネルギーをまかなう循環型の都市であり、このような先進的技術開発に積極

的な国は、今後の世界経済に大きな影響力を持つことになるだろう。 

このマスダール・シティの登場が我々に発しているメッセージは、これまでの道路・公

園・ダムなどのインフラストラクチュア整備への投資から、新しいインフラストラクチュ

アへの投資へと移り変わっているということである。それは太陽・風を利用した持続可能

なクリーンエネルギー事業であり、日本はもちろん世界の手本となるような都市を形成し

ている。そして、このような空間が日本にも求められているのではないだろうか。 

 

  



 
 

 

5 章 未来の都市市公園モデルル 

 



 
 

 
 

5－1 横浜ソーラーパークプロジェクト 

円形の深谷通信所敷地を太陽に見立てた公園を太陽熱と太陽光をエネルギー源とした施

設によって、21世紀型の新たな公園像を提案する(図‐4、5)。具体的にはソーラールーフ、

ソーラープロムナードによる、太陽電池の建築からインフラストラクチュアへ拡大したデ

ザインの提案である。 

また、都市公園法においては、「都市公園に公園施設として設けられる建築物の建築面

積の総計は、当該都市公園の敷地面積の100分の2をこえてはならない。」とある。しかし

ながら広大な土地の無い日本において、太陽光発電を利用するには、より効率的な空間利

用が求められると考える。これは法改正を視野にいれたエネルギー生成型都市公園の提案

である。 

具体的には、環境的に広葉樹林の森とソーラー施設を提案(図‐6)すると共にエネルギー

試算を提案し二酸化炭素吸収効果を計る。また、広域防災公園として位置づけ2000人の広

域避難公園を形成する。太陽光発電施設と防災拠点が一体化することで、より高度な緊急

時生活サービスを提供することを可能とする。 

5－2 常緑広葉樹林の森づくり 

 カシ類やシイ、タブ、クリ、コナラなどの常緑広葉樹の混植による森再生事業がスター

トした。戦後のスギに代表される経済優先の斜葉樹林の森からの脱却である。明治神宮の

森(70ha)は大正４年に事業着手し、地域固有の原始的な常緑広葉樹による森林を復旧するこ

とを理想に、50年で現在のような森が完成した。そこで、本公園では明治神宮の森になら

い、ボランティアによって従々に植林を進め、災害、環境対応の森づくりを目指す(図‐7)。  

 広葉樹林は耐火性に優れ、その土地本来の植生を再現することで、災害に強く、二酸化

炭素吸収効果の高い森を大規模に形成する。この森は、『森林浴』や『森林セラピー』の

いやしの空間を提供し、『花粉症対策』などに有効な森となる。 

  常緑広葉樹の面積は31.4(ha)で、二酸化炭素吸収量は160(t)となる。 

5－3 太陽光と太陽熱によるソーラーシステム 

屋根に太陽電池を新たに設置する従来のシステムから、屋根構造と太陽電池が一体で、

防水型で、軽量化が求められる。そこで、既存のフィルム型アモルファス太陽電池パネル

をベースに屋根材として防水機能を有する新型パネルによる大屋根を提案する。このパネ

ルは曲面の屋根が可能であり、今回の公園では波打つソーラールーフに利用する。 

このソーラールーフは公園面積に対して約25%占めており、都市公園法に反している。し

かしながら、太陽電池の面積は約19(ha)で、年間予測発電量は10.8(GW・h)もの電力を発電

する。これは二酸化炭素に換算すると6000(t)となり、単に緑地化するだけに留まりがちな

都市公園と比べ、大きなCO2削減効果を得ることが出来る(図‐8)。新たなエネルギー創出

のための法整備が必要となる。 

 5－4 カーボンオフセット効果 

 横浜市民1000人、365日分のカーボンオフセット達成。「森づくり」「ソーラーシステム」

によるCO2抑制効果は合計すると、電力換算で11(GW・h)、二酸化炭素吸収量6160(t)。こ

れは横浜市における2500世帯の電気消費分に相当する。さらに電気料金に換算すると1億

2000万円となる。 
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6 章 マスダールル・ジャパンン 

 



 
 

 
 

6－1 世界のエネルギー市場の行方 

UAE に限らず、太陽エネルギーの恩恵を大きく受ける地域では太陽光発電を積極的に

取り入れている。中東のエネルギー政策としては、アラブ首長国連邦等が在るアラビア半

島、アフリカ北部のサハラ砂漠を中心とした乾燥地帯、そして中国の楡林市では太陽電池

を設置し、太陽エネルギーによるクリーンエネルギーの創出を図っている。今後は中東地

域で生成されたエネルギーがヨーロッパへと輸出されることになると考えられ、またアジ

ア圏では国土に砂漠を有する中国がアジアのエネルギー市場の中心になると私は考える

(図‐11)。 

6－2 ジャパンマスダール・シティ 

様々な空間の効率的利用で生成したエネルギーを集約する、日本版の環境循環型の都市

を提案する。中東などでは、大規模発電所と都市が近接しているが、融合しているとはい

えない。そこで広大な土地が無い日本においてはエネルギー発電施設と都市が融合し共に

生活していくことが必要だと考える。ソーラールーフ下の効率的空間利用、住宅屋根とヘ

リオスタット(太陽光集光装置)との融合などエネルギー共生型都市が日本においての循環

型都市のシンボルではないかと考える(図‐12)。 

6－2 ジャパンマスダール計画 

 中東や中国のように広大な大地を確保できない日本において、太陽エネルギーを効率的

に利用した発電システムを構築するのは難しい。このままでは中東や中国に、生活に必要

不可欠である電気エネルギー市場の主導権を握られてしまう。日本は大きな危機に直面し

ていることに気づいていない。そこで私は「農地」と「海」に今後の太陽光発電の可能性

を感じ、提案したいと思う(図‐13)。 

大阪湾及び瀬戸内海の海上に、瀬戸内に存在する島々のような太陽電池島をいくつも建

設し、生成された電気エネルギーを高電線により集約する。その集約拠点となるのが大阪

であり。そのエネルギーを利用した循環型の都市を形成する日本版の環境都市である。広

大な土地が必要であった大規模太陽光発電所を海上に建設する、ソーラーフロートの出現

である(図‐14)。 

田園では冬季にかけて作物を作ることは少なく、田畑は広大な土地をそのままに放置さ

れている。そこで春から秋は稲を栽培し、秋から冬にかけては仮説的に太陽電池を設置し

エネルギーを生成する。作物とエネルギーのⅡ期作である。そこで蓄電池に蓄えたエネル

ギーは拠点であるマスダール・シティへ集約される。 

また、冬季によく見られるビニールハウスのような空間を太陽電池で建設する事で、太

陽電池の下部空間を農作物の育成空間にあてる。暖房等で必要とされる電気をハウスその

もので生成する事が可能になり、循環型ハウス栽培が出現すると考える。 

 

7 章 おわりに 

 太陽電池を屋根に設置するシステムが普及する中で、経済性・効率性の重視、そして本

来大きく関係するはずの太陽電池技術と建設技術の隔離が今日的な太陽電池の問題を生ん

だ。今後は建築・都市インフラストラクチュアと一体化した建設的技術の発展と、その利

用方法の確立が日本の新たな都市景観を形成すことになるだろう。 



 
 

 
 

 しかしながら、クリーンエネルギー市場が活発になっていく中で、太陽エネルギーの豊

富な国々の勢力が日本を危機的状況へと追い込んでいる。必然的に日本国内においても、

より大規模な発電システムによる電力確保が必要になる。そこで市民生活レベルから、よ

り広域の国土レベルへ太陽電池を展開した技術を考えなくてはならない。 

 広大な土地を確保する事が難しい日本では、太陽電池とより効率的な空間利用が求めら

れている。防災拠点として、災害時の非常用電力というライフライン確保の機能を兼ねる

太陽電池空間。農業と発電のⅡ期作による冬季の農地空間の有効利用。そして海洋空間が

豊富な日本における浮遊式ソーラーフロートなど、日本には日本の太陽電池の有効利用方

法があると考える。 

 これまで海・農地など多くの空間が太陽電池と一体化してきた。そして最終的な発展段

階は、都市と人とエネルギーが共に生きていくまち。エネルギー共生都市である。大規模

な発電システムと住宅が、都市機能が融合したまちであり、全ての日本のクリーンエネル

ギーシステムの象徴的存在である。それがジャパンマスダール。都市で必要なエネルギー

は全てその都市内で得たエネルギーでまかなう。そして、人々の日常生活で排出される二

酸化炭素のカーボンオフセットを実現できる都市。これが循環型社会における理想のまち

であると思う。 

 

（本文 7469 文字） 
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